
民事信託

生きているうちでも、認知症などでご自身の判断能力が十分でなくなった

とき、周りのご家族は、住まいなどの財産の扱いなどに困ってしまうことが

起こりえます。このようなときに備えるためには、成年後見制度のほかに、

民事信託の制度があります。

民事信託は、元気なうちに自宅などの財産を、「信頼できる人」に「信じ

て託す（信託する）」ことです。

委託者と受託者が自宅などの財産の管理・処分に関する事務について契約

を結ぶことで、受託者は自宅を賃貸・売買することも可能です。

信託契約は、財産管理の期間を本人の死亡後も含めて設定できるなど内容

の自由度が高い反面、受託者等の選定や契約条項につき専門的な判断を要し

ます。

ご相談は、お近くの司法書士にご連絡ください。
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